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令和 3 年 5 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

人

36 年

㎡
立法
メート

ル

3

693,313 6,167,000事 業 面 積 埋 立 容 量

営 業 時 間
    　3月～10月
　　11月～12月
 　　1月～  2月

午前8時～午後5時30分
午前8時～午後4時
午前9時～午後4時

施 設 名 小樽市産業廃棄物最終処分場　及び　残土処分地

小樽市産業廃棄物等処分事業経営戦略

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

事　業　形　態

小樽市産業廃棄物最終処分場管理運営業務、埋立業務、地盤
整備業務、搬入廃棄物等計量及び料金徴収等業務、搬入物監
視等業務、資源回収業務、埋立地改良業務

施 設 の 種 類

昭和59年11月12日

 ア　民間委託

職 員 数

民間活用の状況

産業廃棄物の最終処分場（管理型）
・　残　土　処　分　地

団 体 名 ： 小　　　　　樽　　　　　市

事 業 名 ： 産業廃棄物等処分事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

法適（全部適用・
一部適用）・非適の区分 法適用（一部適用）　（昭和59年4月1日）

事 業 開 始 年 月 日

供用開始からの
経　過　年　数
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（２）処分手数料等

手数料等

円

円

円

ｋｇ 円

（３）現在の経営状況

年度（平成）

　区　分
％ ％ ％

木 く ず

繊 維 く ず

426.00

180.00

1,000

　非該当

処 分 手 数 料
（ 消 費 税 抜 き ）

循環資源利用促進税
（ 1 ト ン 当 た り ）

円

ガラスくず、コンクリートくず
及び陶磁器くず

廃 棄 土 砂

94.7 148.4 139.9

29 30 31

93.8 146.7 138.9

料金形態の考え方

直近改定 ： 平成25年4月1日一部改定
　　　　　　　（平成12年7月1日から現種類区分）

　経営状況については、今後の埋立容量増に向けた埋立計画策定業務委託費を支出した平成２９
年度以外は、過去３か年（平成２９～３１年度）の決算における、損益に関する各収益率（営業収支
比率、経常収支比率、総収支比率）は、１００％以上を維持していることから、健全かつ安定した状
況と判断できる。

94.7 148.4 139.9総 収 支 比 率

経常収支比率

62.00

12.00

ゴ ム く ず

金 属 く ず

　種類
基 礎 単 位

営業収支比率

20 ｋｇ

20

142.00 円

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

紙 く ず

処理原価及び近隣施設の処分手数料を参考に設定

が れ き 類

建 設 木 く ず

廃プラスチック類
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２．将来の事業環境

（１）

年度（平成・令和）　

　区　分

トン トン トン トン

（２）

年度（平成・令和）　

　区　分

千円 千円 千円 千円

埋立処分需要の見通し

8,641 7,360

2年度見込

3,200

22,700

3,181 2,946

21,270 60,364 64,684

3,019

55,263

トン
5,300

3,600

8,100

2,500

　「令和３年度以降の計画値」は、上記の「埋立処分需要の見通し」の量に、それぞれの単価を乗じ
た額とする。

29

廃プラスチック類 2,264 2,601 2,401

3,496

合 計 35,491 78,904 81,196

そ の 他 3,103

29 30

2,403

31

が れ き 類 5,504

建 設 木 く ず 3,350 4,117 3,805

土 砂

　過去３か年（平成２９～３１年度）の決算では、高速道路やトンネル工事の公共事業などの大規模
工事により、がれき類や土砂の一時的な大量受入れがあったが、これらを除いても、これまでの
実績から安定した需要はあるものと考えており、「令和３年度以降の計画値」は、大規模工事から
発生するものを除いた直近４か年平均値とする。

5,371

3年度以降の計画値

40,974

30 31 2年度見込 3年度以降の計画値

千円
が れ き 類 17,053 26,772 22,834 16,649 16,430

34,275 31,463 32,400

土 砂 12,744 36,175 38,559 24,584 4,860

手数料収入の見通し

　　　　※金額はすべて消費税抜き
　　　　※平成29～31年度は決算値。令和2年度以降は、埋立処分量（トン単位）に単価を乗じた概算値。

合 計 130,166 177,955 167,826 145,321 129,660

廃プラスチック類 48,221 55,403 51,230 51,187 53,250

そ の 他 22,019 22,573 20,928 21,438 22,720

建 設 木 く ず 30,129 37,032
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
　収支の均衡を図りながら、必要な設備等の更新を行い、安全な施設運営
に努める。

施設の見通し

◎主な設備更新等の予定額
　・令和 ３年度　…　46,860千円 （流出防止えん堤修繕工事）
　・令和 ５年度　…　10,000千円 （排水処理施設プレハブ建替工事、トラックスケールソフト更新）
　・令和 ７年度　…　50,000千円 （搬入道路全面舗装）
　・令和10年度　…　30,000千円 （トラックスケール本体及び管理棟建替工事）

　計画期間中において、管理運営業務の委託は継続する見込みであることから、市の体制（課長
職　１名、係長職　2名）の変更予定なし。

施設の安定した運営を継続するために、必要な維持補修を計画的に行う。

◎主な維持補修予定
　・令和 ３年度　…　排水処理施設薬品注入設備修繕
　・令和 ４年度　…　埋立地全域測量調査（容量増の軽微変更作成含む）

組織の見通し

　小樽市産業廃棄物等処分事業設置条例には、経営の基本について、「産業廃棄物等処分事業
は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を推進するよう運営するものとする。」と定
めている。
　そのことを踏まえながら、引き続き、「安定した経営基盤の堅持」及び「施設の適正な管理」に努め
る。
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②　収支計画のうち財源についての説明

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

公営企業として実
施 す る 必 要 性

　産業廃棄物は、事業者自らが責任を持って処理することが基本である
が、民間企業による最終処分場の設置は、用地確保や運営面の難しさが
あることから、市内の円滑な事業活動の促進を図るためには、引き続き公
営設置が適当と考える。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　計画期間中、埋立容量や施設の老朽化などの状況や、経営環境に大き
な変化が認められる場合には、随時、計画を見直す。

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

　小樽市で発生し、かつ、排出された産業廃棄物及び廃棄土砂を適正に処
分することにより生活環境の保全を図り、併せて円滑な事業活動の促進に
資するために必要と考える。

　計画期間中に埋立容量増の対策が必要と考えられることから、その際に、継続的な施設運営と
施設の公共性も勘案した適正な手数料の見直しについて検討する。

目 標 　計画期間中に原価計算等を勘案した手数料改定を検討する。
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 177,955 167,826 135,243 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795
(1) 177,955 167,826 135,243 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795
(2) (B)
(3)

２． 2,165 1,462 1,266 1,174 1,206 1,204 1,203 1,203 1,203 1,203 1,203 1,203 1,203
(1)

(2)
(3) 2,165 1,462 1,266 1,174 1,206 1,204 1,203 1,203 1,203 1,203 1,203 1,203 1,203

(C) 180,120 169,288 136,509 135,969 136,001 135,999 135,998 135,998 135,998 135,998 135,998 135,998 135,998
１． 121,283 120,821 121,334 143,626 140,643 131,780 131,846 132,391 135,931 135,931 136,563 139,431 139,203
(1) 24,213 24,514 24,779 26,057 26,057 26,057 26,057 26,057 26,057 26,057 26,057 26,057 26,057

13,001 13,159 13,338 13,572 13,572 13,572 13,572 13,572 13,572 13,572 13,572 13,572 13,572

11,212 11,355 11,441 12,485 12,485 12,485 12,485 12,485 12,485 12,485 12,485 12,485 12,485
(2) 86,148 86,179 86,984 109,261 106,375 97,512 96,375 96,926 96,375 96,375 97,007 96,375 96,375

703 598 575 665 665 665 665 665 665 665 665 665 665
996 754 423 3,218 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

1,243 358 881 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307 1,307
83,206 84,469 85,105 104,071 103,403 94,540 93,403 93,954 93,403 93,403 94,035 93,403 93,403

(3) 10,922 10,128 9,571 8,308 8,211 8,211 9,414 9,408 13,499 13,499 13,499 16,999 16,771
２． 129 155 131 1,143 143 143 143 143 143 143 143 143 143
(1)
(2) 129 155 131 1,143 143 143 143 143 143 143 143 143 143

(D) 121,412 120,976 121,465 144,769 140,786 131,923 131,989 132,534 136,074 136,074 136,706 139,574 139,346
(E) 58,708 48,312 15,044 △ 8,800 △ 4,785 4,076 4,009 3,464 △ 76 △ 76 △ 708 △ 3,576 △ 3,348
(F)
(G)
(H)

58,708 48,312 15,044 △ 8,800 △ 4,785 4,076 4,009 3,464 △ 76 △ 76 △ 708 △ 3,576 △ 3,348
(I) 168,707 87,875 15,044 5,492 707 4,783 8,588 11,852 11,603 11,527 10,819 7,243 3,895
(J) 1,240,892 1,364,702 1,435,788 1,434,135 1,440,699 1,465,068 1,488,492 1,445,346 1,468,768 1,482,191 1,468,340 1,481,764 1,495,186

28,835 11,929 12,541 15,923 15,923 15,923 15,923 15,923 15,923 15,923 15,923 15,923 15,923
(K) 16,973 12,477 11,148 11,919 11,919 11,919 11,919 11,919 11,919 11,919 11,919 11,919 11,919

13,639 9,087 7,758 8,417 8,417 8,417 8,417 8,417 8,417 8,417 8,417 8,417 8,417
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 177,955 167,826 135,243 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795 134,795

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和４年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和３年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９． 110,000 70,000 50,000 30,000 20,000 20,000 10,000

(A) 110,000 70,000 50,000 30,000 20,000 20,000 10,000

(B)

(C) 110,000 70,000 50,000 30,000 20,000 20,000 10,000

１． 147 2,420 46,860 10,000 50,000 30,000

２．

３．

４．

５．

(D) 147 2,420 46,860 10,000 50,000 30,000

(E) △ 110,000 △ 69,853 △ 47,580 16,860 △ 20,000 △ 10,000 △ 10,000 50,000 30,000

１． 138,484 178,902 236,053 238,168 266,378 285,726 305,141 265,099 278,597 292,096 276,226 293,225 309,996

２． 1,085,435 1,173,310 1,188,367 1,162,927 1,162,402 1,166,514 1,171,432 1,173,783 1,178,252 1,178,176 1,177,468 1,176,620 1,173,271

３．

４． 13 220 4,260 909 4,545 2,727

(F) 1,223,919 1,352,225 1,424,640 1,405,355 1,428,780 1,453,149 1,476,573 1,443,427 1,456,849 1,470,272 1,456,421 1,469,845 1,483,267

△ 1,333,919 △ 1,422,078 △ 1,472,220 △ 1,388,495 △ 1,448,780 △ 1,463,149 △ 1,486,573 △ 1,393,427 △ 1,456,849 △ 1,470,272 △ 1,426,421 △ 1,469,845 △ 1,483,267

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和１２年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和４年度令和３年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１１年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

他 会 計 負 担 金

令和１２年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度


